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法人名：一般社団法人国際物理オリンピック2023記念協会

2025年4月1日から2026年3月31日まで

（単位：円）

科　　　目 金　　　額

Ⅰ経常収益

1.受取会費

0

2.受取寄付金

0

3.受取助成金等

0

4.事業収益

0

5.その他収益

受取利息 30,981 30,981

経常収益計 30,981

Ⅱ経常費用

1.事業費

(1)人件費

人件費計 0

(2)その他経費

業務委託費 3,177,000

諸謝金 29,060

旅費交通費 256,122

通信運搬費 8,664

消耗品費 440,827

租税公課 200

支払手数料 130,110

支払助成金 2,100,000

その他経費計 6,141,983

事業費計 6,141,983

2.管理費

(1)人件費

給料手当 145,800

法定福利費 435

人件費計 146,235

(2)その他経費

業務委託費 1,930,460

旅費交通費 7,527

通信運搬費 5,783

消耗品費 56,026

租税公課 8,820

支払手数料 66,342

その他経費計 2,074,958

管理費計 2,221,193

経常費用計 8,363,176

当期経常増減額 △ 8,332,195

Ⅲ経常外収益

経常外収益計 0

Ⅳ経常外費用

1.過年度損益修正損 10,222

経常外費用計 10,222

税引前当期正味財産増減額 △ 8,342,417

法人税、住民税及び事業税 74,743

当期正味財産増減額 △ 8,417,160

前期繰越正味財産 34,874,354

次期繰越正味財産 26,457,194

活動計算書



法人名：一般社団法人国際物理オリンピック2023記念協会

2026年3月31日現在

（単位：円）

科　　　目 金　　　額

Ⅰ資産の部

1.流動資産

現金預金 26,732,737

流動資産合計 26,732,737

2.固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計 0

(2)無形固定資産

商標権 263,000

無形固定資産計 263,000

(3)投資その他の資産

長期前払費用 19,767

投資その他資産計 19,767

固定資産合計 282,767

資産合計 27,015,504

Ⅱ負債の部

1.流動負債

未払金 488,310

未払法人税等 70,000

流動負債合計 558,310

2.固定負債

固定負債合計 0

負債合計 558,310

Ⅲ正味財産の部

前期繰越正味財産 34,874,354

当期正味財産増減額 △ 8,417,160

正味財産合計 26,457,194

負債及び正味財産合計 27,015,504

貸借対照表



法人名：一般社団法人国際物理オリンピック2023記念協会

1.重要な会計方針
　財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　NPO法人会計基準協議会）によって
います。

(1)固定資産の減価償却の方法

固定資産は、定額法で償却しています。

(2)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下のとおりです。

なお、収益事業は、6月1日に開始しています。

（単位：円）

科　　　目
新展開事業等

管理部門 合計
非収益事業 収益事業

Ⅰ経常収益

1.受取会費 0 0 0 0

2.受取寄付金 0 0 0 0

3.受取助成金等 0 0 0 0

4.事業収益 0 0 0 0

5.その他収益 30,981 0 0 30,981

経常収益計 30,981 0 0 30,981

Ⅱ経常費用

1.人件費

給料手当 0 0 145,800 145,800

法定福利費 0 0 435 435

人件費計 0 0 146,235 146,235

2.その他経費

業務委託費 1,944,000 1,233,000 1,930,460 5,107,460

諸謝金 0 29,060 0 29,060

旅費交通費 70,760 185,362 7,527 263,649

通信運搬費 6,887 1,777 5,783 14,447

消耗品費 56,027 384,800 56,026 496,853

租税公課 0 200 8,820 9,020

支払手数料 10,450 119,660 66,342 196,452

支払助成金 2,100,000 0 0 2,100,000

その他経費計 4,188,124 1,953,859 2,074,958 8,216,941

経常費用計 4,188,124 1,953,859 2,221,193 8,363,176

当期経常増減額 △ 4,157,143 △ 1,953,859 △ 2,221,193 △ 8,332,195

3.固定資産の増減内訳

固定資産の増減は以下のとおりです。

（単位：円）

科　　　目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

0 0 0 0 0 0

無形固定資産

商標権 0 263,000 0 263,000 0 263,000

投資その他の資産

長期前払費用 0 19,767 0 19,767 0 19,767

合　　　計 0 282,767 0 282,767 0 282,767

財務諸表の注記



法人名：一般社団法人国際物理オリンピック2023記念協会

2026年3月31日現在

（単位：円）

科　　　目 金　　　額

Ⅰ資産の部

1.流動資産

現金預金

みずほ銀行普通預金 1,732,737

みずほ銀行定期預金 25,000,000

流動資産合計 26,732,737

2.固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計 0

(2)無形固定資産

商標権
Physics Exam Lab
物理入試ラボシリーズ

263,000

無形固定資産計 263,000

(3)投資その他の資産

長期前払費用

ITサブスク契約 19,767

投資その他の資産計 19,767

固定資産合計 282,767

資産合計 27,015,504

Ⅱ負債の部

1.流動負債

未払金

3月分業務委託費 488,310

未払法人税等

都道府県民税 70,000

流動負債合計 558,310

2.固定負債

固定負債合計 0

負債合計 558,310

正味財産 26,457,194

財産目録



法人名：一般社団法人国際物理オリンピック2023記念協会

1.重要な固定資産の明細

　該当なし

2.引当金の明細

　該当なし

附属明細書
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2026年 5月 2日 

一般社団法人国際物理オリンピック 2023記念協会 
2025年度事業報告 

 
概要 

本協会は「一般社団法人国際物理オリンピック 2023協会」として 2023年の「第 53
回国際物理オリンピック日本大会」を成功裏に開催できたことを踏まえ、同大会を記念
し、その理念を継承して未来に向けた事業を行うべく、2024年 7月 1日に法人の名称
を「一般社団法人国際物理オリンピック 2023記念協会」に改めて、新たな事業展開を
開始した。 
本協会は、中・高校生を対象として 
① 物理学及び関連分野における次世代人材の育成支援 
② 物理学及び関連分野の教育方法の改善支援 
③ 物理学及び関連分野における DE＆I (Diversity Equity and Inclusion)の実現に
向けた取組み支援 
④ その他、目的を達成するために必要な事業 

に向けた活動を行っている。 

本年度は前年度に引き続き、未来の科学技術を担う次世代の人材育成に関して公益性
のある活動を行っている団体（法人等）を対象に支援を行うとともに、教育方法改善に
係る協会の独自事業として大学入試の過去問題に準拠した実験キットの開発を実施し
た。また、支援団体等との連携強化及び事業の見直しを行うためにシンポジウムを開催
した。 

 
実施した事業 
Ⅰ 国内の学協会等が企画・実施する事業の支援 

前年度に引き続き「国際物理オリンピック 2023記念事業」については、支援を希望
する事業を公募し、事業委員会の下の４つの専門委員会、①次世代人材育成委員会、
②教育方法改善委員会、③ダイバーシティ委員会、④広報委員会における検討を経
て、事業委員会で選考の上、採択事業に対する支援を行った。 

○ 国内の物理関連の学協会等を対象として企画提案の公募を行い、以下のとおり実施
した。 
・ 前年度に選考・内定した第２次募集分２団体２事業に対する支援を行った。 
・ 第３次募集、選考を行い２団体２事業を採択し、支援した。 
・ 第４次募集、選考を行い４団体５事業を採択し、内定した。 
・ 支援した各事業の実施概要を本協会のホームページに掲載した。 

  
 ○ 国内の学協会が企画した事業を要請に基づき共催事業として実施する。 
  ・4団体 5事業には、共催・支援事業として実施を依頼している。 

・なお、上記事業以外は、学協会等からの要請がなかったため、共催事業はない。 



 2 / 4 
 

 
Ⅱ 物理関連分野の人材育成に資するための本協会の独自事業 
○ 大学入試の過去問題に準拠した実験キットの開発 

「教育方法改善委員会」に設置された「入試過去問実験キット製作ワーキンググルー
プ」において、順次実験キットの企画、設計、製作等を行っている。本年度は前年度に
引き続き、株式会社島津理化と連携して、物理入試ラボ(Physics Exam Lab)シリー
ズ」の開発を進めた。 

これに関連して、  
    実験キット「物理入試ラボ(Physics Exam Lab)シリーズ」の製作・販売を株式会社

島津理化に委託する包括契約書を締結した。 
    「Physics Exam Lab」及び「物理入試ラボシリーズ」の商標登録申請を行った。 

 
 ○ 開発された実験キットを用いた出前授業 
   下記の高等学校の協力を得て出前授業を行い、実験キットの有用性を検証した。  
      実施校  東京都立戸山高等学校  （2025年 11月 21日） 
           筑波大学附属駒場高等学校（2025年 12月 10日） 
 
 
 Ⅲ その他目的を達成するための事業 

・ 本協会が支援した物理学関連団体との連携強化、および、本協会の事業の周知な
らびに普及を目的として「2025年度シンポジム」を次のように開催した。 

2025年 9月 30日（火）15時 30分～17時 15分 （オンライン開催） 
 

・ 前年度に引き続き、希望する都内や地方の高等学校に本会理事が出向き、
IPhO2023で使用した実験キット等を活用した出前授業を物理関連団体等の協力を
得て 3校で実施した。 

    実施校   東京都立戸山高等学校   （2025年 6月 27日）  
        三重県立上野高等学校   （2026年 1月 24日） 
          （近隣の松阪高等学校、津西高等学校からも参加） 
        創志学園高等学校（岡山県） （2026年 1月 31日） 
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社員総会、理事会（事業委員会を含む）の開催状況 
 
社員総会 

日時等 議案 
2025年度 社員総会 
2025年 6月 10日（火） 
会議方法︓WEB 会議システム 

（議案議決） 
・2024年度決算承認に関する件 
・会計基準及び定款の変更の件 

 
理事会 

日時等 議案 
第４回（通算第 43回）理事会 
2025年 5月 26日（月） 
（メール審議） 

（定款第 40条に基づき決議があったとみなされた事項） 
 202４年度事業報告及び決算の件 
 会計基準及び定款の変更の件 

第５回（通算第 44回）理事会 
2025年 6月 10日（火） 
会議方法︓WEB 会議システム 

（決議事項） 
・第４回理事会決議の確認の件（2024年度事業報告及び決算
の件, 会計基準及び定款の変更の件） 
・大学等入試問題に準拠した実験キット製作とキットの商標登
録の件 
・国際物理オリンピック 2023記念協会 2025年度シンポジウ
ムの開催の件 
（審議事項） なし 

第６回（通算第 45回）理事会 
2025年 9月 30日（火） 
会議方法︓WEB 会議システム 

（決議事項） 
• 大学等入試問題に準拠した実験キット製作等に（包括契約、個
人契約）に関する件 

• 国際物理オリンピック 2023記念協会支援事業（第３次）に関
する審査の件 

• 国際物理オリンピック 2023記念協会 2025年度シンポジウム
の開催の件 
（審議事項） なし 

第７回（通算第 46回）理事会 
2025年 12月 9日（火） 
会議方法︓WEB 会議システム 

（決議事項） 
 国際物理オリンピック 2023 記念協会支援事業（第 4 次）に
関する件 

 大学等入試問題に準拠した実験キット（Physics Exam Lab）
に関する件 

 その他 
（審議事項） なし 

第８回（通算第 47回）理事会 
2026年 3月 18日（水） 
会議方法︓WEB 会議システム 

（決議事項） 
 国際物理オリンピック 2023記念協会の運営等に関する件 
（審議事項） なし 
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事業委員会 

日時等 議案 
第 5回 事業委員会 
2025年 6月 10日（火） 
会議方法︓WEB 会議システム 

 

・国際物理オリンピック 2023記念支援事業報告（2024年
度実施分）について 
・大学等入試問題に準拠した実験キット製作等について 
・実験キット・ブランドマーク（案）について 
・国際物理オリンピック 2023記念協会シンポジウムの開催
について 

第６回 事業委員会 
2025年 9月 30日（火） 
会議方法︓WEB 会議システム 

・国際物理オリンピック 2023記念協会支援事業（第３次）
に関する審査について 
・大学等入試問題に準拠した実験キット製作等について 
・国際物理オリンピック 2023記念協会シンポジウムの開催
について 

第７回 事業委員会 
2025年 12月 9日（火） 
会議方法︓WEB 会議システム 

・国際物理オリンピック 2023記念協会支援事業（第 4次）
について 
・大学等入試問題に準拠した実験キットについて 

第８回 事業委員会 
2026年 3月 18日(水） 
会議方法︓WEB 会議システム 

・IPhO2023記念事業に関する募集に伴う審査について 
（第４次募集） 

 
事業報告の附属明細書 
  2025年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第

34条第３項に規定されている「事業報告の内容を補足する重要な事項」がないため、事
業報告の附属明細書は作成していない。   

 

 

一般社団法人 国際物理オリンピック 2023記念協会役員名簿 

（2026年 3月 31 日現在） 

理事  家  泰弘  学校法人中部大学 副理事長（代表理事・会長） 

理事  遠山 貴巳  学校法人東京理科大学 教授 

理事  早野 龍五  国立大学法人東京大学 名誉教授（代表理事・副会長） 

理事  山下  穣  国立大学法人東京大学 物性研究所 准教授 

理事  横山 広美  国立大学法人東京大学 カブリ数物連携宇宙研究機構 教授 

監事  伊藤 公孝  学校法人中部大学 顧問  

監事  谷本  滋   
 



​監​​事​​監​​査​​報​​告​

​2026​​年​​5​​月​​7​​日​

​一​​般​​社​​団​​法​​人​​国​​際​​物​​理​​オ​​リ​​ン​​ピッ​​ク​​2023​​記​​念​​協​​会​

​代​​表​​理​​事​​（会​​長）​​　​​家​​　​​　​​泰​​　​​弘​​　​​殿​

​監​​事​​　​​　​​伊​​　​​藤​​　​​公​​　​​孝​

​監​​事​​　​​　​​谷​​　​​本​​　​​　​​滋​

​私​​た​​ち​​監​​事​​は、​​2025​​年​​4​​月​​1​​日​​か​​ら​​2026​​年​​3​​月​​31​​日​​ま​​で​​の​​2025​​年​​度​​の​​理​​事​​の​​職​​務​​の​​執​​行​

​に​​つ​​い​​て​​監​​査​​を​​行​​い​​ま​​し​​た。​​一​​般​​社​​団​​法​​人​​及​​び​​一​​般​​財​​団​​法​​人​​に​​関​​す​​る​​法​​律​​第​​99​​条​​第​​1​​項​​の​

​規​​定​​に​​基​​づ​​き​​本​​監​​査​​報​​告​​書​​を​​作​​成​​し、​​以​​下​​の​​と​​お​​り​​報​​告​​い​​た​​し​​ま​​す。​

​１​​　​​監​​査​​の​​方​​法​​及​​び​​そ​​の​​内​​容​

​私​​た​​ち​​監​​事​​は、​​理​​事​​及​​び​​使​​用​​人​​等​​と​​意​​思​​疎​​通​​を​​図​​り、​​情​​報​​の​​収​​集​​に​​務​​め​​る​​と​​と​​も​

​に、​​理​​事​​会​​及​​び​​事​​業​​委​​員​​会​​そ​​の​​他​​重​​要​​な​​会​​議​​に​​出​​席​​し、​​理​​事​​等​​か​​ら​​そ​​の​​職​​務​​の​​執​​行​​状​

​況​​に​​つ​​い​​て​​報​​告​​を​​受​​け、​​必​​要​​に​​応​​じ​​て​​説​​明​​を​​求​​め、​​当​​該​​事​​業​​年​​度​​に​​係​​る​​事​​業​​報​​告​​に​​つ​

​い​​て​​検​​討​​い​​た​​し​​ま​​し​​た。​

​ま​​た、​​当​​該​​事​​業​​年​​度​​に​​係​​る​​計​​算​​書​​類​​及​​び​​そ​​の​​附​​属​​明​​細​​書​​の​​提​​出​​を​​求​​め、​​検​​討​​い​​た​​し​

​ま​​し​​た。​

​２​​　​​監​​査​​の​​結​​果​

​(1)​​　​​事​​業​​報​​告​​等​​の​​監​​査​​結​​果​

​①​​　​​事​​業​​報​​告​​は、​​法​​令​​及​​び​​定​​款​​に​​従​​い、​​当​​法​​人​​の​​状​​況​​を​​正​​し​​く​​示​​し​​て​​い​​る​​も​​の​​と​​認​

​め​​ま​​す。​

​②​​　​​理​​事​​の​​職​​務​​の​​執​​行​​に​​関​​す​​る​​不​​正​​の​​行​​為​​又​​は​​法​​令​​若​​し​​く​​は​​定​​款​​に​​違​​反​​す​​る​​重​​大​​な​

​事​​実​​は​​認​​め​​ら​​れ​​ま​​せ​​ん。​

​③​​　​​事​​業​​報​​告​​に​​記​​載​​さ​​れ​​て​​い​​る​​法​​人​​の​​業​​務​​の​​適​​性​​を​​確​​保​​す​​る​​た​​め​​の​​体​​制​​に​​関​​す​​る​​内​

​容​​は​​相​​当​​で​​あ​​る​​と​​認​​め​​ま​​す。​​ま​​た、​​体​​制​​下​​の​​理​​事​​の​​職​​務​​執​​行​​に​​つ​​い​​て​​も​​指​​摘​​す​​べ​

​き​​事​​項​​は​​認​​め​​ら​​れ​​ま​​せ​​ん。​

​(2)​​　​​計​​算​​書​​類​​及​​び​​そ​​の​​附​​属​​明​​細​​書​​の​​監​​査​​結​​果​​は、​​相​​当​​で​​あ​​る​​と​​認​​め​​ま​​す。​


